
ﾃｰﾏ：激動の時代に求められる
「自治体人材マネジメント」とは

2023年２月８日 (水)10:00-12:00
◆オンライン（ZOOM) 定員30名

インターネット接続によるリアルタイム配信
開催前日までに視聴専用の招待URLをメール送信いたします。
裏面に注意事項を記載しておりますのでご参照ください。

一般社団法人日本経営協会九州本部（担当：川口）

〒812-0011 福岡市博多区博多駅前1-6-16 西鉄博多駅前ビル7F
TEL 092－431-3365 FAX 092－431-3367 http://www.noma.or.jp

お 申 込 み
お問い合わせ

第5回 NOMA自治体会員研究会［NOMA九州本部主催］

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
本会諸事業におきましては、平素より格別のご支援・ご協力を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、ＤＸ推進や新型コロナウィルス感染症及び災害といった目まぐるしい環境変化への
対応が必要とされる現況に対して、人事部門及び職員研修部門の方々に、それぞれの自治
体を推進する職員育成のありかたについて改めて考察し、相互交流していただく場として、
オンラインによる研究会を開催する運びとなりました。
時節柄、公務ご多忙の折とは存じますが、是非この機会に関係各位の多数のご参加をお待
ち申しあげます。

敬 具

自治体、人事総務および職員研修ご担当者 ※1団体につき2名まで

一般社団法人日本経営協会講師、早稲田大学招聘研究員 豊 島 英 明 氏

NOMA会員：無料 非会員：1名につき 4,400円（税込）

【対 象】

【日 時】

【受講料】

【講 師】

申込締切 2023年2月3日（金）

【申込方法】ホームページからWEB申込または裏面申込書に必要事項をご記入の上、FAXにてお申込みください。

【WEB申込のご案内】
①一般社団法人日本経営協会ホームページ http://www.noma.or.jp
②「セミナー/講座」を選択
③「セミナーを探す」よりカテゴリー選択
④ご希望セミナーを選択
⑤ご希望セミナー詳細の最後の「WEB申込み」からお申込み
⑥お申込みいただきますと、確認メールが届きます
⑦お申込み完了

オンライン

開催！

オンライン（ZOOM)のご利用が難しい場合や、リアル受講で講師との意見交換を行いたい場合は、
撮影会場での対面受講も可能です。（要事前予約）

http://www.noma.or.jp/


第12回

『激動の時代に求められる
「自治体人材マネジメント」とは』

●10:05～11:15 基本講義

●11:15～11:45 人事交流・意見交換会

‐ＺＯＯＭブレイクアウトセッションｰ

●11:45～12:00 質疑応答
NOMA支援事業ご案内

１． 自治体における人材育成の意義
２． 人材育成基本方針の再構築と組織的な育成体制の整備
３． ３つの「見える化」

→組織貢献度・キャリア形成・人事施策効果
４． 研修をどう企画/実施するか

●プログラム●

（ファシリテーター 豊島英明講師）
人事諸制度や人材育成をめぐる自組織の課題と対応に
ついて、参加者同士の意見交換を行います。本音で語
り合い視野を広げることで、研究会後も刺激し合える
人事研修担当者間のネットワークを構築します。

団体名 ご連絡担当者

所在地 〒

TEL FAX

参加者氏名
①

所属・
役職

参加者①
メール
アドレス

参加者氏名
②

所属・
役職

参加者②
メール
アドレス

※タイムスケジュールや内容は、進行状況に応じて変更になる
場合もございますのでご了承ください。

第５回 NOMA自治体会員研究会
地方自治体人事戦略・人材育成研究会 参加申込書 2023.2/8

※参加申込書にご記入いただいた情報につきましては、①参加券発送などの事務処理、②セミナーなど本会事業
ご案内に使用します。②が不要な場合は□にチェックしてください。⇒ □不要

オンラインご参加にあたってのお願い
■受講者お一人につきパソコン又はタブレット（マイク・カメラ機能
付き）をご用意ください。
■Wi-Fi環境など高速通信が可能な場所でご視聴ください
■通信料はお客様負担となります
■本研修ではお顔とお名前の表示をお願いしております。表示に都合
が悪い方は、事前にお問合せいただきますようお願いいたします。講
師より参加者様へ、質問など投げかけ、受講者様同士のディスカッ
ションをさせていただく点、予めご了承いただきたく存じます。

●10:00～ オリエンテーション

●講師紹介

豊 島 英 明 （とよしまひであき）
◆一般社団法人日本経営協会講師
◆早稲田大学招聘研究員
◆経営品質協議会認定セルフアセッサー
◆合同会社創発研修ラボ豊島屋社長

［経歴］
1965年神戸市生まれ。京都大学法学部卒。
1988年度神戸市役所入庁。住宅局（経理）、市長室（報
道担当・ラジオ番組制作）、神戸港埠頭公社（経理・企
業誘致）、行財政局（経営品質・行政評価）、北区役所
まちづくり推進課長、職員研修所長、市長室国際課長、
みなと総局企業誘致担当部長を経て、2018年度早期退職。
自ら研修講師となって全国自治体に経営品質の考え方を
普及するため起業し、2019年に合同会社創発研修ラボ豊
島屋を設立するとともに、早稲田大学招聘研究員に就任。
※神戸市役所在職中の大学等講師歴として、同志社大学
社会人大学院非常勤講師や神戸学院大学非常勤講師など。
著書に、『行政経営改革入門』（生産性出版）、『公

共政策のための政策評価手法』（中央経済社）、『自治
体バランス・スコアカード』（東洋経済新報社）、『自
治体職員がみたイギリス』（関西学院大学出版会）（以
上共著）、『行政の質を高める８つの基準』（日本生産
性本部、単著）などがある。


